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「指定都市市長会まちづくり・産業・環境部会」提言活動 

１ 提言日  平成２９年７月４日（火）  

２ 提言先  文部科学省：水落 敏栄  副大臣   １３:４５～１４:００  

      スポーツ庁：鈴木 大地  長官    １４:２５～１４:３５  

観光庁  ：田村 明比古 長官    １４:５５～１５:０５  

経済産業省：大串 正樹  大臣政務官 １５:１５～１５:３０  

内閣府  ：松本 洋平  副大臣   １５:５０～１６:００  

３ 提言者  岡山市長 大森 雅夫（まちづくり・産業・環境部会部会長） 

４ 随行者  （岡山市）市民生活局長、産業政策担当局長、他５名 

       （指定都市市長会事務局）事務局長、次長、他１名 

５ 提言内容 

（１） スポーツビジネスの成長化に向けた指定都市市長会提言 

   スポーツ施設の老朽化対策や国際化基準への対応について、自治体財政では限界があるため、民

間による整備を促す優遇税制等を設けていただき、民間が参入しやすい仕掛けをお願いしたい。ま

た、地域スポーツコミッションについて、機能しているところもあるが、設立を検討しているとこ

ろもあるため、成功事例を示していただくとともに、バイアスロンの銃規制や外国人のインストラ

クター資格取得等スポーツビジネスを進める上での規制緩和を図っていただきたい。 

（２） 東京一極集中の是正に向けた創業支援に関する指定都市市長会提言 

   現在、地方拠点強化税制が設けられているが、企業移転が進んでおらず、創業も東京に集中して

いるため、東京２３区以外で創業する際のインセンティブを設け、創業しやすい環境整備を行って

いただきたい。 

６ 提言活動概要 

（１）スポーツビジネスの成長化に向けた指定都市市長会提言 

ア．文部科学省副大臣 水落 敏栄 
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  （以下、水落副大臣発言概要） 

・地域スポーツコミッションについては、平成２７年度から地域スポーツコミッションへの活動

支援事業を実施している。 

・施設の老朽化対策と施設整備後のランニングコストが課題。 

・大規模施設の整備についてはスポーツくじ（toto）を活用していただいている。 

   イ．スポーツ庁長官 鈴木 大地 

  （以下、鈴木長官発言概要） 

   ・スポーツで地域を元気にし、スタジアム・アリーナでまちづくりを、と考えている。 

・外国人によるスキーインストラクターの資格取得のための在留資格も随分緩和されたと聞いて

いる。バイアスロンによる銃持ち込み規制も事前に言ってもらえれば迅速に対応していきたい。 

  ウ．観光庁長官 田村 明比古 

  （以下、田村長官発言概要） 

   ・スポーツツーリズムには、「見るスポーツ」「支えるスポーツ」「するスポーツ」と３つあるが、

日本においては特に「するスポーツ」をプロモーションしたい。 

   ・欧米の訪日外国人を増やしたいと考えているが、長期滞在を考える際にはサイクリングやトレ

ッキング、ランニングなどが必要な要素。 
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エ．経済産業省大臣政務官 大串 正樹 

  （以下、大串政務官発言概要） 

・５月に成立した地域未来投資促進法を活用してスポーツを通じた地域づくり支援を考えたい。 

   ・エンジェル税制は確認事務を都道府県へ移譲することとしており、都道府県を通じて支援して

いきたい。また、国家戦略特区による規制緩和の状況を見極めながら検討していきたい。 

   ・ベンチャー投資促進税制についても組成額が２０億から１０億となり、お金が集まりやすい状

況になっていると思う。福岡市等の先進的な事例を研究していきたい。 

   オ．内閣府副大臣 松本 洋平 

  （以下、松本副大臣発言概要） 

   ・地方創生については、全体の自治体を見たときに温度差があるという悩みがある。首長のリー

ダーシップが必要で、各地域の中核を担う指定都市にそのリーダーシップを発揮していただく

ようお願いしたい。 

  ・地方拠点強化税制は創業にも活用できる場合もあると考えているので、具体的な事例について

ご相談いただきたい。いただいた提案については内閣府としてなにができるか検討していきた

い。 
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参考２ 


